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4 －１　入居支援センターの開設
　復興公営住宅の入居対象者である原子力災害に
より避難指示を受けている方は、全国各地に数多
く避難しており、これらの方から膨大な数の問合
せや入居申込が予想された。
　このため、窓口を一本化し、問合せや募集から選
定までの業務を集中的に行うとともに、一元的な
情報の発信を行うことで、避難者が復興公営住宅
へ円滑に入居できるよう、「福島県復興公営住宅入
居支援センター」を平成26年2月に設置し、復興公
営住宅への入居に関する業務を行っている。
　平成30年2月28日現在、入居支援センターにおい
て4,389戸の募集を行い、延べ8,719件の応募があ
り、3,816戸について入居者が決定している。

〈福島県復興公営住宅入居支援センター〉
【所在地】　
　福島市中町８－２ 福島県自治会館７階
【受託者】　
　特定非営利活動法人循環型社会推進センター
【設置日】
　平成26年2月14日
【募集開始日】
　平成26年4月1日
【主な業務】
     ①問合せ等の対応
       ・復興公営住宅の建設予定、募集期間
　　 ・募集中の団地、規模、募集方法
　　 ・入居手続き、入居要件、家賃
　　②入居の募集
　　 ・募集の広報
　　 ・入居予定者選考申込書の受付
　　③入居者の選定
       ・抽選による選定

入居支援センターの活動実績　　H30.2.28 現在

H26 18,400 7,708 1,732 824 H25

H27 13,068 2,842 3,386 2,049

H28 6,274 2,652 2,263 1,529

H29 6,236 710 1,388 481

43,978 13,912 8,719 4,883
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　県で整備する復興公営住宅の入居者は、原則と
して原子力災害による避難者（居住制限者）を対象
としている。

　募集においては、原子力災害により避難指示を
受けている方を対象に、避難指示区域等を有する
市町村及び入居対象者への意向調査等の状況に応
じて、従来の居住地域や避難先で築かれつつある
コミュニティの維持に配慮して募集している。
　具体的には、次の３項目の入居方針により募集
を行っている。
　①コミュニティ維持のため、市町村単位での入
　　居に配慮すること。
　②親族同士等、複数世帯での入居（グループ入
　　居）に配慮すること。
　③高齢者、障がい者、妊婦を含む子育て世帯等に
　　配慮すること。

　県営復興公営住宅の募集対象者は、現に避難指
示を受けている居住制限者としていたが、居住制
限者のみを対象に募集を行っても、なお空き住戸
がある場合は、避難指示が解除された区域の方（旧
居住制限者）も募集対象に加えることが、平成29年
8月28日に開催された「新生ふくしま復興推進本部
会議」において決定された。
　居住制限者のみを対象とした最終募集を平成29
年9月11日から10月10日まで実施した後、同年11月
定期募集（11月20日～12月15日）から、入居対象者
に旧居住制限者を加えた募集を行った。

※旧居住制限者も加えた募集の状況

4 － 2　入居募集の経緯 4 － 3　入居対象者の拡大

　指定管理者において、高齢単身世帯に対して月
１回の安否確認業務を行っているほか、立地市町
村の社会福祉協議会の生活相談員が全世帯を対象
に、一般世帯は３ヶ月に１回、高齢者や障がい者の
いるスポット世帯には、月１回の訪問活動を行う
など、生活の支援を行っている。
　また、県が委託しているコミュニティ交流員が
入居者同士や立地地区との交流会を企画するなど
コミュニティの維持に取り組んでいる。

４－４　入居者支援

《参考》
・復興公営住宅の入居対象者は、災害により滅失し
た住宅に居住していた者であり、福島復興再生特
別措置法により、原子力災害による居住制限者も
入居対象とみなされることとなった。
・居住制限者とは、避難指示区域（警戒区域、計画的
避難区域、帰還困難区域、居住制限区域、避難指示
解除準備区域）に存する住宅に平成23年3月11日
において居住していた者である。

《トピック》
　ペットの飼える住宅の整備を求める被災住民
の強い要望に応え、団地、棟を限ってペット飼育
可能の住宅を整備した。
　基本的には、郊外に建設した戸建タイプの住戸
をペット飼育可能住宅としているが、一部集合住
宅についても、棟単位でペット飼育可能の住宅と
した。
※ペット飼育可能な住戸数：1009戸

※応募件数には、再募集及び再々募集の件数を
　含まない。
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　復興公営住宅は、入居者から施工瑕疵や入居者
が責めを負わない修繕、改善要望等様々な不具合
等の情報が寄せられた。
　直営工事、設計者・施工者一括選定方式、買取方
式、UR買取方式など、復興公営住宅の整備手法も
様々であったため、平成28年に復興公営住宅の入
居後の円滑な管理運営を行うため、「復興公営住宅
の管理開始後の不具合等の対応について（通知）」
（平成28年11月28日付け28建第2295号）を発出し
た。
　これにより、関係者の多い復興公営住宅の不具
合対応に関する役割分担と事務手続きを明確にし
た。　
　また、入居者からの不具合等の情報を受けた際
に、関係機関が迅速に対応できるよう、「修繕等受
付簿兼報告書」の様式を定型とし、四半期毎に不具
合の内容をとりまとめた「不具合事例集」を作成
し、管理を行っている各建設事務所・指定管理者に
配布した。

4 － 5　不具合対策

不具合等対応フロー

修繕等受付簿兼報告書

不具合事例集
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